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江原シロー県政レポート №５

〔名古屋市南区〕

本会議 議案質疑 (３月６日）

　「ものづくり王国あいち」。 そ

の勇ましい掛け声とは裏腹に、

全国で実施されている技能検

定試験において、 試験制度を

支えてくださる技術者への日

当額が愛知県は全国最下位

グループであったことは昨年９

月一般質問で取り上げた通

り。 一刻も早い改善を求めた

日当水準問題について、 ２月

定例議会へ提出された令和７

年度予算において改善にむけ

て増額となる見通し。 具体的

には、技能検定を実施する 「愛

知県職業能力開発協会」 へ

2,500 万余円の補助金が増

額となった予算案について議

案質疑を行った。

技能検定 予算増額へ。
全国最下位グループ脱却へ！

新米県議･江原シロー
      愛知県政についてお伝えします！

県からの答弁

４
あいち民主県議団
名古屋市中区丸の内三丁目１－２

TEL:052-954-6713（代表）

防災DX!南区星崎学区での次世代防災への取組

　２０２５年２月、 星崎学区にて南

海トラフ地震を想定した 「デジタ

ル技術を活用した被害状況把握」

の実証実験を実施。 県営名古屋

空港から、 （株） テラ ・ ラボ社が

江原シローの後追い！

モノづくりは、 人づくりから！
　　　　　　　　　　　　王国あいち復活へ！

モノづくりは、 人づくりから！
　　　　　　　　　　　　王国あいち復活へ！

　労働局長からは 「検定委員・

補佐員、 協力金の引き上げが

なされるよう愛知県職業能力

開発協会への補助予算増額を

行った」 との答弁。

これまで、 「支援を受ける側」 と

「支援を行う側」 において、 持っ

ている情報が異なっていた。 デ

ジタル技術の導入により、 そうし

た情報格差が解消されることで、

迅速な救助救出にむけた判断が

可能となると考えます。 を強力に

進めていく。

　令和７年度予算において、

早速増額対応が行われたこと

は評価しますが、 引き上げ後

の日当水準については必ずし

も十分な額とは言えません。

そのため、 引き続き物価高や

人手不足の状況を踏まえ、 再

び 「日当水準問題」 が発生し

ないよう見直し基準の策定な

ど要望しました。

【引き上げ見込み】    （旧）　　　     （新）

検定委員手当  ：  6,300 円 ⇒ 8,700 円

補 佐 員 手 当  ：  5,250 円 ⇒ 7,300 円

協力金 ： 2020 年度からの物価上昇率 5.2％分の引上げ額を算定

デジタル技術の活用による初動対応の時間短縮へ 江原シローの意見
運用する航空機により、 星崎学区

を上空から重点的に撮影。 さらに、

地上で撮影した情報が加えられる

ことで、 発災直後の被害状況を即

座に把握するというもの。 実際に

が

民法にて星崎学区での取り組みが放映

活躍が期待される
ドローン社会実装にむけて

愛知県は、 あいちモビリティイノ

ベーションプロジェクト 「空と道が

つながる愛知モデル２０３０」 にけ

る 「災害対応」 分野において、

災害時のドローン活用については

「２０２６年度ごろの社会実装」 を

目指としている。 これをうけて桜

井秀樹県議 （あいち民主・豊田市）

が 「災害対応のモデルで示されて

いるドローン ・ 空飛ぶクルマの災

害時の活用と平時のビジネスモデ

ルの確立に向けて、 県としてどの

ように取り組んでいかれるのか」

を経済産業局へ質問。 が

ローンの活用については、 「行政

年度」 で進めるのではなく早期実

装にむけて急ピッチで進める必要

があると考えます。

県からの答弁

江原シローの意見

（株） テラ ・ ラボによる無人ドローン実証機

ローン事業者との連携のあり方を

検討している。 来年度は、 災害

時の被災状況調査での活用を想

定した実証実験を行うとともに、

平時のビジネス化を想定した実証

事業を行う」 との答弁。

南海トラフ地震を想定した
災害対策情報支援ネットワークの
構築に向けた意見交換会へ登壇（３月11日）
　東日本大震災から 14 年を経た

3 月 11 日、 （株） テラ ・ ラボ主催

の意見交換会に登壇。 江原シロー

からは、 「初動対応の即応性を高

めるために、従来の 「垂直統合型」

の災害対応に加え、 より被害現場

に近いところで判断 ・ 行動にうつ

せる 「水平協働型」 の災害対応

力を備えるべき。 「水平協働型」

が機能するためには、 地域の自主

防災組織や消防団、 消防、 警察、

自衛隊、 行政が同じ被害状況を

共有することが重要。 そのベース

を担うのが無人ドローンを起点とし

たデジタル技術である」 と訴えた。

当日、 隣の席では南区消防団連

合会 早川連合会長による南区星

崎学区における防災減災にむけた

取り組みが報告された。

星崎学区関係者の皆様のご協

力をいただき、 街歩きを実施。

そ の 取 組 の 様 子 は 民 放 や

NHK を始めとしたメディアで

報じられるなど関心の高さが

うかがえた。 本県では令和

7 年度において、 災害時に

おけるドローンの活用にむけ

た実証実験を行う予定となっ

ている。

２月２４日　中日新聞朝刊　掲載

１２月１５日　中日新聞朝刊　掲載

　当局からは 「災害時におけるド

　答弁者は経済産業局であった。

「ドローンの産業化」 を前提として

いるためだが、 災害時におけるド
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特定小型電動機付自転車
（電動キックボード） 試乗

動物福祉議連での保護シェルター視察

視察先 ： （一社） SORA 小さな命を救う会さん）

菊住学区 防災訓練参加

警察委員会にて海上保安庁第七管区視察
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時事
コラム 被害予測と震災対応の未来
　阪神 ・ 淡路大震災から 30 年。

6,434 名の尊い命が失われたこ

とを改めて思い返すと、 胸が痛

みます。 この 30 年間、 数々の

災害が発生し、 多くの犠牲者が

生まれました。 犠牲者の皆様の

ご冥福を心からお祈り申し上げ

ます。 また、 被害に遭われた皆

様へお見舞い申し上げます。

　愛知県では、 南海トラフ地震

への備えを進める中で、 「被害

県政レポート 
配布サポーター募集
江原シロー事務所では、定期的に発行す
る県政レポートをお配りするにあたり、
一緒に配布をしていただけるサポーター
を大募集中です。ぜひお気軽にお問合せ
ください。

江原シロー事務所まで
お問合せ先

　　　　　　議員は社会全体の奉仕者です。だからこそ、
議員の給与は税金によって賄われています。議会活動を通
じて、地域社会を今日より明日、少しでも良いものにする。
そのための役割が「議員」です。
　愛知県の施策や課題、議会の状況を報告することは議員
の当然の仕事であり、ビラや街頭、県政報告会などを通じ、
県民の皆様に常日頃から報告することは義務だと考えてい
ます。「政治不信」が叫ばれて久しい今だからこそ、政治や
政治家が何をやっているのか、様々な場所で、様々な手段
で見える化を実現します。

報告の義務

防災関連トピックス ピックアップ !

　南海トラフ地震等対策事業費補助金の補助事業を新設 ・ 拡充。
「場所 （避難所） の支援」 から 「人 （避難者等） の支援」 への
転換やスフィア基準への対応にむけた事業など、
市町村の取組を支援。 簡易トイレの整備や
衛星インターネット機器等 （スターリンクなど）
の購入費補助などを行う。

南海トラフ地震等の大規模地震災害への
備えを強化 （予算額３億円）

　大規模災害時全国からの応
援人員や物資等を円滑に受
け入れ、 被災現場や地域の
防災拠点に迅速かつ的確に
供給する 「愛知県基幹的広
域防災拠点」 を県営名古屋
空港北西部 （豊山町青山地
区） へ整備。 ２０２８年度末
完成予定。

「愛知県基幹的広域防災拠点」 の整備
（予算額　15 億 7,216 万円）

　愛知県独自の施策として 「精密診断法
による補強設計費の補助制度」 を創設。
従来の診断法と比較し、 精密診断法により
自己負担を軽減できる耐震化が可能。 住宅 ・ 建築物の耐震改修
の費用に対する補助制度の拡充や危険なブロック塀等の除却等の
費用に対する補助制度を継続。

耐震診断 ・耐震改修支援
（予算額　５億 3,753 万円）

衛星通信ネットワーク構築 （6,400 万円）１ ２

３ ４

無料相談 受付中

毎月第一土曜日（9:00~12:00）

公務等によりお日にちが変更となる場合がございます。

※事前にご予約をお願いします。
ご予約は
事務所へ

TEL:052-602-4077

【問合せ先】
防災安全局防災部災害対策課　電話 052-954-6149（ダイヤルイン）

E-mail ／ info@s-ehara.jp

住所／名古屋市南区駈上一丁目11-19

電話／052-602-4077　FAX／ 052-602-4088

　能登半島地震において、 避難所で通信環
境に役立った 「スターリンク」。 中山間地域
や半島、 沿岸部など通信復旧に時間を要す
る地域においても、 迅速にインターネット通
信を確保できるスターリンクなど３２台を県下
に購入配備予定。

ＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉにて、 実際に通信速度を体験⇒

参考 ： 「あいち耐震改修ポータルサイト」

QR コード参照⇒

【問合せ先】
建築局公共建築部住宅計画課　電話 052-954-6549（ダイヤルイン）

【問合せ先】
防災安全局防災部防災危機管理課　電話052-954-7478（ダイヤルイン）

予測」 を公表しています。 これ

らの予測数字を見て私たちは備

えに臨むわけですが、 平成 16

年時点の被害予測と平成 26 年

時点の被害予測を比較すると、

次元の異なる予測が示されてい

ます。 調査研究や最新の知見が

加わることで、 予測の精度が向

上していることは確かですが、

死者数など 10 倍の差があること

に驚かされます。

　しかし、 重要なのは 「死者数

が何名か」 ではなく、 予測され

た死者数をどのように一人でも

減らしていくかという取り組みで

す。 震災による直接死の最多は

「圧死」 ですが、 一定数の 「地

震火災による焼死」 も見込まれ

ています。 柱一本が邪魔をして

助け出すことができないまま火の

手にのみ込まれる、 そんな悲し

い死を一件でも減らすためには、

初動対応をいかに迅速かつ的確

に行うかが鍵となります。

　被害予測の数値を見て、 いか

に死者数をゼロに近づけるか、

そのための取組を一つ一つ具体

化していくことが震災対応の第一

歩ではないでしょうか。 多くの教

訓に対して、 私たち一人ひとりが

今できることを考え、 行動するこ

とが未来の災害への備えである

と考えます。

Shiro’ｓ Opinion　　　　　　　　　　　　　　本県は都市部、 中山間地域、 離島、 半島、

沿岸部、 ０メートル地帯など想定される被害は様々です。 その

中でも各市町村が 「人の支援」 を軸に備えの強化を見直すうえ

で 「トイレ」 不足問題や性被害対策の強化については最優先テー

マと考えます。

Shiro’ｓ Opinion　　　　　　　　　　　　　　初動対応におけるＤＸ化の課題であった

「通信回線確保」。 実際にＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉでの体験時は、 十分

な通信速度がでることを確認。 設置も容易であり大変便利であ

る一方、 運営会社が米国企業であることから災害時におけるイ

ンフラについては、 将来においては国内企業における基盤整備

が望ましいと考えます。

Shiro’ｓ Opinion　　　　　　　　　　　　　　震災時における圧死が最多であることを踏

まえると、 精密診断法による自己負担低減は大きな後押しになる

と期待する一方で、 緊急輸送道路沿道の建物耐震化についても

行政が積極的な支援を行うべきと考えます。

Shiro’ｓ Opinion　　　　　　　　　　　　　　プッシュ型支援が定着しつつある中、 災

害発生と同時に動き出す関係団体の受援拠点。 有効に機能させ

るためには物理的整備は通過点でしかなく、 運用体制のソフト整

備こそ災害時支援の肝。 一日も早い運用開始となるよう働きか

けを強めていきます。

愛知県
基幹的広域
防災拠点

全国から受援
自 衛 隊
消　 防
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